
平成23年度宝塚さざんか福祉会事業報告

平成23年度の利用者の受け入れは、前年度と同様、新規希望者をすべて定員内で受けることができませんでした。年度を通じて法人全体で30数名が定員超過の状態で、とくに宝塚さざんかの家、宝塚あしたば園及び宝塚けやきの里での定員超過が大きく、限られたスペースでの利用者支援に制約される面もありましたが、支援員の努力と工夫そして支援員の増員で対応することができました。

このような状況を解消するため、平成22年度に小浜4丁目地内に新たな事業所の用地を確保し、平成23年度着工、平成24年度4月開設を目指してきました。しかし、国予算の都合で2カ年事業になったため、新事業所の開設は半年遅れることになりました。このため、当面の受け皿として安倉南1丁目地内に作業所を確保し、トイレ、更衣室、事務室等所要の工事を施工しました。
財政面では、事業活動収支計算書にみるように福祉事業活動で約3,800万円の差益がありましたが、前年度の約8,500万円と比較して4,700万円の減となりました。これは、収入が約3,000万円増えましたが、一方で人件費が約4,700万円、事務費が約1,600万円の支出が増えたためです。これまでは、事業所を増やすことなく、新規利用者を定員外で受けてきましたが、建設中の新事業所が完成し、その運営経費が支出に計上されるようになると、財政状況が逼迫することも予想されます。事業の効果的、効率的な執行に一層取り組まなければなりません。
自主製品の販売拠点として、宝塚けやきの里の従たる作業所として平成23年2月にショップ「SasanQuality」をアピア２に仮オープン、4月1日に本格オープンしました。後援会の会員割引などの支援もあってケーキ・クッキーをはじめステンドガラス、さをり織、組紐等々の売り上げが好調で、補充が追いつかないこともしばしばで、月平均100万円を超える販売実績を示しています。
　7月には、地域支援センター内の「宝塚成年後見センター」が「こむの事業所」へ移転したことを機に、「地域活動支援センター」を開設しました。この事業は市の補助事業で、在宅の障害を持つ方を対象に、創作活動やスタッフとの会話等を通じて社会参加への意欲を高めようとするものですが、利用者数が補助基準を下回ったため補助金の交付を受けることができませんでした。今後、事業の周知を行うなど利用者の増加を図っていきます。
　11月には、地域支援センターの相談事業部門を相談支援センターとして独立させ、売布2丁目地内に単独の事務所を設けて利用者のプライバシー保護に配慮しました。同時に、従来の地域支援センターは、名称を在宅支援センターに改めました。

　ケアホームについては、山本東地区に「山本ひがしホーム」、山本南地区に「ドラゴンホーム」の男性用ホーム2か所を開設しました。これによりホームは16か所にもなりましたが、今後の増設にも対応できる管理体制の充実を図っていきます。
　市の委託事業である就労支援事業につきましては、全障害で対前年28名増の55名が就労しましたが、他方では離職者も19名を数えました。知的障害に限れば、それぞれ29名と9名で、うち法人利用者は6名と1名でした。
　東日本大震災の被災地支援につきましては、宮城県及び宮城県手をつなぐ育成会からの要請に基づき、昨年5月から12月にかけて職員15名を延べ日数で175日間派遣しました。派遣先では、被災した知的障害者のヒアリングや相談そして復興イベントの企画・実施に参画しました。今後も法人として可能な範囲で被災地の復興支援に積極的に協力していきます。
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